日本聖公会中部教区運営規定

第１章　　教区の運営と組織

（教区の運営）

第１条　日本聖公会中部教区（以下「教区」という）の運営は、日本聖公会法憲法規、および宗教法人「日本聖公会中部教区」規則によるほか、本規定によって行う。

（総主事）

第２条　教区に総主事を置く。

２　総主事は常置委員会の推薦により、教区会の承認を経て、教区主教（以下「主教」という）が任命する。
３　総主事の任期は２年とし、再任を妨げない。
４　総主事は常置委員を兼務することができない。

（教区運営会議）

第３条　教区の運営実施機関として教区運営会議を置く。

（教区運営会議の組織）

第４条　教区運営会議は総主事、宣教局長、総務局長、事業局長をもって組織し、総主事が主宰する。
２　宣教局長、総務局長、事業局長は総主事が推薦し、常置委員会の承認を得て、主教が任命する。
３　宣教局長、総務局長、事業局長の任期は２年とし、再任は妨げない。
４　宣教局長、総務局長、事業局長は常置委員を兼務することができない。

（教区運営会議の職務）

第５条　宣教局長のもとに宣教局を置き、内外宣教、教育・研修、礼拝・音楽、広報を管掌する。

２　総務局長のもとに総務局を置き、財務、管財、記録、資料保管、労務、法務などを処理する。
３　事業局長のもとに事業局を置き、教区事業の統括、開発、資産運用、人材養成を行い、関連法人との協働を図る。
４　各局は必要に応じて「部」を置くことができる。
５　会議には議事録を作成する。

（伝道区）

第６条　教区に次の伝道区を置く。

　　　　　　愛岐伝道区　　　　長野伝道区　　　　新潟伝道区

２　各伝道区は相互に密接な協力と交流を図るとともに、教区会、常置委員会、および教区運営会議の決議または指示の実行にあたる。
３　各伝道区に所属する教会は相互に密接な協力と交流を図り、宣教の活性化を図る。

（伝道区の組織）

第７条　各伝道区に区長１名、委員若干名を置く。

２　伝道区長は各伝道区で選出し、その氏名を主教に報告する。
３　伝道区会の運営ならびに伝道区長の選出方法および任期は、各伝道区の定めるところによる。

（特設委員会と委員）

第８条　総主事は教区運営会議の職務執行上必要と認めたときは、教区運営会議の議を経て、その目的を定めて特設委員会あるいは委員を設置し実務を行わせることができる。

２　特設委員は、総主事が推薦し主教が任命する。
３　特設委員の任期は、総主事の任期内とする。
４　教区会で定めた特設委員会の運営と任期などについては、教区会の決議に従う。

（教区の特設日）

第９条　毎年１０月１８日（福音記者聖ルカ日）を教区設立記念日とし、教区内の各教会は同日、又はこれに最も近い主日の礼拝に所定の祈りをなし、当日の信施金を主教資金としてささげる。

２　降臨節第３主日を教区神学生の日とし、神学生および聖職を志願する人々のために祈り、当日の信施金を教区神学生のためにささげる。
３　毎年６月の最終主日（使徒聖ペテロ聖パウロ日に最も近い主日）を海外協働の主日と定め、海外協働のために祈り、当日の信施金は「海外協働資金」として教区にささげる。

第２章　　教　区　会

（招集）

第１０条　１１月中に、教役者議員および信徒代議員（以下「議員」と総称する）を招集し、開催する。

２　教区会議長（以下「議長」という）は、教区会開催の日時と場所を開会の少なくとも４０日前に公示する。
３　議長は、公示と同時に議員に招集状を送付する。
４　議長は、教区会書記（以下「書記」という）２名および会計２名を指名するほか、書記補佐若干名を指名することができる。

（信徒代議員当選届）

第１１条　教区会信徒代議員当選届は、開会２５日前までに牧師又は管理牧師が議長に提出しなければならない。

（教区会への報告）

第１２条　常置委員会および教区運営会議、教会ならびに教区に属する諸施設の管理者は、前年度又は前定期教区会以後の事業報告書を作成して開会２５日前までに書記に提出しなければならない。

２　教区会又は教区で選ばれ設置された委員、又は委員会も前項に従うものとする。

（議案）

第１３条　次に定める者は教区会に議案を提出することができる。

教役者議員　信徒代議員　常置委員会　教区運営会議　各教会および教区会で設置した委員会
２　前項に定める者以外の者は、信徒代議員２名以上の紹介で建議案を提出することができる。
３　建議案は説明および質疑を経たうえ、出席議員の過半数の賛成を得たときは議案となる。
４　議案および建議案は開会２５日前までに書記に提出しなければならない。但し、常置委員会および教区運営会議は開会１５日前までに議案を提出することができる。
５　経費を要する議案には収支予算書を添えなければならない。
６　書記は提出された議案、建議案および報告書を印刷して、開会７日前までに各議員に配布する。

（信徒代議員証明書）

第１４条　信徒代議員は、あらかじめ所属教会の牧師又は管理牧師からそれぞれの教区会代議員証明書を受けて、開会前に書記に提出する。

２　代議員の資格に疑義のあるときは、書記は議長に報告して裁決を求めなければならない。

（議案取扱委員）

第１５条　議長はあらかじめ議案取扱委員2名を指名する。

２　議案取扱委員は、提出された議案および建議案の不備について審査のうえ、議案および建議案の審議の順序を決めて議長に報告する。
３　不備な議案又は建議案は、出席議員の過半数の同意が得られないときは議題としない。

（議事の順序）

第１６条　議事は次の順序による。但し、議長は必要と認めたとき、又は動議により順序を変更することができる。

一、議長の着席を待って、書記は議員を点呼し、教役者議員および信徒代議員それぞれその総数の２分の１以上の出席を確かめた後、議長に結果を報告する。
二、議長は開会を告げ、開会の祈りの後、告示をする。
三、諸報告とそれに対する質疑を行う。但し、報告は動議により省略することができる。
四、議案および建議案の審議。
五、役員の選挙。
六、議長は閉会を告げ、閉会の祈りの後、散会する。

（議案の審議と採決）

第１７条　議案の審議は、議長が議題とする議案を書記に朗読させ、提出者の説明を聞き、質疑を行った後で討論に入る。

２　議長は必要と認めたときは、２つ以上の議案を一括して議題とすることができる。
３　一旦決議した事項は、出席議員の３分の２以上の同意がなければ再議することができない。
４　議長は討議が終結したと認めたときは討論された問題を整理のうえ、ただちに採決しなければならない。
５　採決は、議題とされた議案を可とする者の起立、又は挙手の数により可否を宣告する。
６　議員は自己の表決に条件を付け、あるいは更正を求めることはできない。

（修正案）

第１８条　議員は質疑終了の後、修正案を提出することができる。

２　議案を修正しようとする者は、その文案を作成して議長に提出しなければならない。
３　採決の順序は、修正案を先にし、原案を後にする。
４　２つ以上の修正案が提出されたときは、議長が採決の順序を決める。

（動議）

第１９条　議員は動議を提出することができる。

２　動議は討論を用いないで出席議員の３分の２以上の賛成がなければ成立しない。
３　２つ以上の動議が同時に提出されたときは議長が採決の順序を決める。
４　議長は、休憩、散会および会期延長の動議があったときは、討論を用いないで採決する。
（開会中の議案提出）

第２０条　教区会の開会中に新たに議案を提出しようとするときは、議員１０名以上の賛成を要する。

（小委員会の設置）

第２１条　議長は議案審議に必要と認めたとき、又は動議のあったときは議場にはかり、小委員会を設置して当該議案をこれに付託し、審議させることができる。

（定足数・表決）

第２２条　教区会は、教役者議員および信徒代議員がそれぞれその総数の２分の１以上出席しなければ、議事を開き議決することができない。

２　教区会の議事は、本規定に特に定めのある場合を除いては、出席議員の過半数でこれを決し、可否同数のときは議長の決するところによる。

（規定に明文のない議事運営）

第２３条　本規定に明文のない議事運営については、すべて議長の指示するところによる。

第３章　　財　　　務

（財務の取扱い）

第２４条　教区の財務に関する事務は、すべて総務局長の指示により、教区センターで取扱うことを原則とする。

２　教区の会計年度は毎年１月１日に始まり１２月３１日に終わる。

（予算案の編成と執行）

第２５条　総務局長は、毎年１０月中に翌年度の教区予算案（以下「予算案」という）を編成して教区運営会議および常置委員会の議を経て、教区会に提出しなければならない。

２　予算の執行途上で、著しい変更を加える必要が生じたときは、総務局長は補正予算を編成して教区運営会議および常置委員会の議を経て、これを公示のうえ執行することができる。
（財務取扱いの特例）

第２６条　臨時又は特殊の事業を行うため、特にその会計事務を当該事業の執行責任者において取扱おうとするときは、常置委員会の承認を要するものとし、その予算案および決算を総務局長に報告しなければならない。

（監事）

第２７条　教区に監事を置く。

２　監事の員数および選任ならびに職務権限は、宗教法人「日本聖公会中部教区」規則に定めるところによる。
３　監事は、会計監査・業務監査を行い、教区運営が適正になされているかどうかを常置委員会および教区会に報告する。

第４章　　宣教資金

（宣教資金の目的と運用）

第２８条　教区に宣教資金を設定する。

２　宣教資金は、教区の自給と宣教態勢の前進に資することを目的とする。
３　宣教資金の運用は総務局が行い、それに伴う会計事務の処理は総務局長の指示に基づいて教区センターで取扱うものとする。

（宣教資金の造成）

第２９条　宣教資金は次のものによって造成する。

一、各教会よりの拠出金
二、団体又は個人の寄附金
三、その他

（宣教資金の検討）

第３０条　総務局長は、必要に応じて宣教資金の運用、および第３１条で定める拠出額および助成金を検討するため、常置委員会、教区運営会議、および各教会に意見を求めることができる。

２　主教は、宣教資金の運用について総務局長から報告を受け、それに基づいて適切な指示を与えるものとする。

（拠出額および助成金等の決定）

第３１条　各教会は、毎年９月中に総務局の査定に基づき翌年度の宣教資金拠出額を総務局に届け出なければならない。宣教資金の援助を受ける教会は翌年度の助成金を９月中に総務局に申請しなければならない。

２　総務局は各教会の届け出に基づいて、宣教資金拠出額および助成金等を検討のうえ主教に答申し、常置委員会の議を経て決定する。
第５章　　教役者共済資金

（共済資金の目的と運用）

第３２条　教区に教役者共済資金（以下「共済資金」という）を設定する。

２　共済資金は、教区に属する現職教役者とその家族の健康および福祉を図ることを目的とする。
３　共済資金は、総務局が管理し、それに伴う会計事務の処理は総務局長の指示に基づいて教区センターで取扱うものとする。

（運用規則）

第３３条　共済資金の運用は教区会で別に定める規則による。

第６章　　通則および補足

（教会）

第３４条　本規定で教会とは、教区に所属する教会・礼拝堂および伝道所をいう。

（教役者）

第３５条　本規定で教役者とは、教区に所属する現職の聖職および伝道師をいう。

（主教の承認）

第３６条　常置委員会、教区運営会議およびその他の委員会の決議は、すべて主教の承認によって効力を生じる。

（規定の取扱いの変更）

第３７条　本規定の実行にあたって、やむを得ずその一部を変更しようとするときは、主教および常置委員会の同意を要する。

２　前項により取扱いの一部を変更したときは、次期教区会にその事実を報告し、更に本規定の改正の必要が認められるときは、その改正案を同時に提出しなければならない。

（規定の改定）

第３８条　本規定の改正は、定期教区会で出席議員の３分の２以上の同意を要する。

附則

１　この規定は、第８２（定期）教区会の議を経た日（２０１０年１１月２３日）から施行する。
２　第６２（定期）教区会の議を経た日（１９９４年１１月２３日）から施行された「日本聖公会中部教区運営規程」はこれを廃止する。

